
首都圏整備の状況
第2章



首都圏の総人口は、平成20年10月1日現在で4,285万人となっており、全国の33.6％を占め
ている。
人口動態をみると、出生数から死亡数を引いた「自然増減」は一貫して増加しているもの
の、増加幅は縮小基調で推移しており、平成20年は3.6万人増となっている。他方、転入者数
から転出者数を引いた「社会増減」は平成6、7年に一時減少に転じたものの、近年は増加基
調で推移しており、平成20年は11.1万人増となっている（図表2-1-1）。

図表2-1-1 首都圏の人口、自然増減数及び社会
増減数の推移

注　：人口は 10 月 1 日現在、自然増減及び社会増減は前年の 10 月 1 日
から当年の 9月 30 日までの期間による。

資料：「国勢調査」、「国勢調査結果による補完補正人口」及び「10 月 1
日現在推計人口」（いずれも総務省）により国土交通省国土計画
局作成
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首都圏の人口増加率は、一貫して全国水準を上回って推移しており、全国人口が減少した中
でも増加を続けている（図表2-1-2）。都県別にみると、東京都及び近隣3県は増加基調で推移
している一方、周辺4県は3年連続で全ての県で減少しており、首都圏の中でも東京圏と周辺
4県では様相が異なっている（図表2-1-3、図表2-1-4、図表2-1-5）。
首都圏の人口増加率に対する寄与度をみると、近隣3県は一貫して増加に寄与している。東
京都は、平成8年にプラス寄与に転じて以降、プラス寄与を続けており、平成12年以降は単独
の都県としては最大の寄与を続けている。他方、周辺4県は、平成14年にマイナス寄与に転じ
て以降、マイナス寄与が続いている（図表2-1-6）。
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図表2-1-3 東京都及び近隣3県の人口増加率の推移
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図表2-1-4 周辺4県の人口増加率の推移

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

H2 （年）

人
口
増
加
率

茨城県
群馬県

栃木県
山梨県

（％）

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

資料：図表2-1-3、2-1-4ともに「国勢調査」、「国勢調査結果による補完補正人口」及び「10月1日現在推計人口」（いずれも総務省）により国
土交通省国土計画局作成

図表2-1-5 市区町村別人口増加率
（平成12年〜17年）
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資料：「国勢調査」（総務省）により国土交通省国土計画局作成

図表2-1-6 首都圏の人口増加率に対する
地域別寄与度の推移

資料：「国勢調査」、「国勢調査結果による補完補正人口」及び
「10 月 1 日現在推計人口」（いずれも総務省）により国土交
通省国土計画局作成
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図表2-1-2 全国・首都圏・東京圏の人口増加率の推移

資料：「国勢調査」、「国勢調査結果による補完補正人口」及び「10 月 1 日現在推計人口」（いずれも総務省）により国土
交通省国土計画局作成
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